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●目的（定款 から抜粋）
海洋科学及び技術（海洋に係る放射性物質及び放射線に関するものを含む）の
研究の振興を図るとともに、海洋科学及び技術に関する調査、研究等を行うこと
により、我が国の海洋に関わる科学技術の発展に寄与すること

●沿革
昭和46年 日高海洋科学振興財団 設立

初代東京大学海洋研究所長故日高孝次により設立
平成 7年10月 名称及び寄付行為の一部を変更 日本海洋科学振興財団発足

●事業内容（定款 から抜粋）
（１）海洋科学及び技術の研究の分野において、我が国及び外国の優れた業績

を挙げた者又は団体に対する日高賞その他褒賞の授与
（２）海洋科学及び技術の発展に重要と認められる研究に対する研究費の援助

及び海外渡航費の援助
（３）海洋科学及び技術に関する調査及び研究
（４）海洋科学及び技術に関する図書及び資料の収集並びにその一般利用への

提供
（５）内外の重要文献及び資料の紹介並びに配布
（６）海洋科学及び技術に関する科学技術館等の設置・運営
（７）その他、当法人の目的達成に必要な事業

１．海洋科学振興財団について
1-1)目的・沿革・事業内容
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１．海洋科学振興財団について

組織図

:六ケ所村沖合影響調査に関わる部署

*:運営管理業務（原子力研究開発機構から受託）

評議員会

事務局

むつ海洋研究所

海洋研究部

むつ科学技術館*

管理課

＜東京都千代田区神田神保町
九段下SSTビル＞ 2名

＜青森県むつ市＞ 18名

＜青森県むつ市＞ 8名

15名

3名

理
事
会

会 長 （非常勤）
理 事 長 （非常勤）
常務理事 1名（常勤）
理 事 9名（非常勤）
監 事 2名（非常勤）

原子力動力実験船「むつ」の
原子炉を解体して展示
科学技術に関して展示・普及

施設（六ケ所沖合放射能等調査）

六ケ所沖合係留式ブイ

試験研究棟 平成14年竣工 300㎡
排出放射性物質影響調査（補助金）で整備

むつ海洋研究所
（事務所等を原子力研究開発機構より借用）

試験研究棟
事務所

1-2)組織図・施設
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２．海洋科学振興財団と排出放射性物質影響調査
2-1)調査事業との関係

●受託日時
平成7年財団発足時より
六ヶ所村沖合海洋放射能等調査（排出放射性物質影響調査の海域部分）
を受託

●受託系図

核燃料サイクル関係推進
調整等交付金

大型再処理施設等放射能
影響調査交付金事業

排出放射性物質影響調査
事業（海域部分）

【交付】

排出放射性物質影響調査
設備等整備等事業

【補助】

【委託】

【調査報告】

青森県庁
危機管理局

原子力安全対策課

日本海洋科学振興財団
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２．海洋科学振興財団と排出放射性物質影響調査
2-2)調査事業目的
●事業目的と目標（今期：平成29年度から令和3年度まで）

青森県民（国民）の安心・安全の醸成のために大型再処理施設竣工後、
➊施設から周辺海域へ放出される放射性物質の影響を長期的観点から適切に把握する。
➋排出放射性物質の海洋の中での挙動をできる限り正確（より現実に即した）に再現する。

なお、環境科学技術研究所においては海産生物への放射性物質の移行機構、陸域・淡
水域を理解するためにそれらに接した極沿岸域を対象とした研究が行われている。

●事業実施の流れ

観測データ・シミュレーション結果の
収集・蓄積・分析

船舶やブイ等を用いた六ケ所
沖合環境変動の観測

シミュレーション技術を用いた排
出放射性物質の分布把握するた
めの研究・技術開発

県民の安心・安全の
醸成への貢献

排出放射性
物質の影響評価

県の政策等への反映

日本海洋科学振興財団

➊ ➋

【県民への
成果報告】
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年度 調査費 補助金*
H31 141,568 68,774
R2 149,444 60,898
R3 142,604 65,147

（千円）

員数（人）

20歳台 2
30歳台 0
40歳台 6
50歳台 6

60歳以上 2+(1)
計 16+(1)

事業に関わる人数（R2年末）

六ケ所沖合放射能調査事業費
直近3年間

注１：人数には事務担当者を含む
注２：（１）は事業を統括している常務理事

２．海洋科学振興財団と排出放射性物質影響調査
2-3)事業費・人員の推移

注：H20～H23 調査費と補助金の区別なし

係留式ブイ試験研究棟
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２．海洋科学振興財団と排出放射性物質影響調査

2-4)事業の将来計画

令和4年度の大型再処理施設の操業予定を踏まえ、排出放射性
物質放出による影響に対する不安に科学的な立場から答えるとと
もに事業によって得た情報を活用して立地地域の発展に貢献する。

●実現へ向けての方策

海洋観測・放射性
物質の計測

長期蓄積影響評価

生物影響評価

直接影響評価

・放出された排出放射性
物質による海洋拡散によ
る影響

・排出放射性物質が海洋
生物への影響及び海産物
を通して人に与える影響

・微量の排出放射性物
質の蓄積による影響

不安及びニーズに答えるための
事項

固有モデル

防災への活用

立地地域への貢献
（成果の最大化）

水産等への活用

・原子力関係施設事故
時の対応
・事故後の放出RIの推
定

・海洋情報の発信
・放出RIの実態に合わ
せた海産物濃度推定
（風評被害等の減災）

海水循環モデル
核種移行モデル

・排出放射性物質放出
時検証・評価・改良
・最新科学情報の取り
込み（継続的に）

（
（
環
境
科
学
技
術
研
究
所
と
連
携
）

大
気
陸
域
モ
デ
ル
と
の
結
合

排
出
放
射
性
物
質
の
影
響
評
価
対
応
シ
ス
テ
ム

・排出放射性物質放出
時重点観測
・海洋観測の継続
・堆積物等の観測

運
用
シ
ス
テ
ム
の
高
度
化
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